平成21年度予算について興味5ポイント
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神田 喜之


１．こども青少年局
　 保育所整備費用　15億6300万円


２．こども青少年局
　 プレイパークの推進　3600万円


３．都市整備局
　 戸塚駅周辺地区まちづくり　229億4400万円

	【興味背景】
	· 現在、ＪＲ東日本に勤めており、駅と地域の共生・発展に興味を持っていた。また、以前、ＪＲ大船地区センターに勤務していた頃に戸塚駅を管轄していたので駅前工事などについて、話を聞いていたため。

	【事業内容】
	1. 戸塚駅西口第１地区市街地再開発事業 　　194億3400万円

2. 公共施設・共同ビル工事等

戸塚駅前地区中央土地区画整理事業等　　35億5100万円

都市計画道路柏尾戸塚線の整備

宅地造成、補償費等

	【コメント】
	　戸塚駅には仕事をしていた時に何度も行ったことがあり、乗車人員が神奈川県内で横浜駅、川崎駅に次いで第3位となっております。

　再開発事業においては、駅前商店街が立ち退きなどに時間が掛かり、駅前にそれらの仮店舗用のビルが2002年に完成していたものの、オープンしたのは2007年でありました。莫大なお金も掛けたうえに莫大な時間も掛けてしまっているのが現状であります。

　そして、私は再開発において、一番大事にしなくてはいけない事は地元住民にとって住みやすくて、利用しやすい街にする事だと思います。しかし、仕事をしていた時も耳にしていたバス広場の問題が再開発によってあまり解決されていないという問題があります。何度か行ったことがありますが、戸塚駅の西口バス広場は駅からけっこうな距離を歩かなくてはならないという非常に不便な場所にあるのです。ましてや戸塚駅はベッドタウンとして非常に多くの人々がバスを利用しているのです。しかし、この新規交通広場の位置は変わらずで、市民からの意見に対しての市からの回答は・・・

市からの回答

第１交通広場の位置については、 

· この位置であれば、施工計画上最も早期（２１年秋）に整備できること 

· 歩行者の回遊により街の賑わいを創出できること 

· 地下鉄の上部に大きなビルを建築しないことにより、事業コストの縮減が図れること 

などの理由により、現在計画している地区西側に配置しました。
と回答されています。これでは早く整備することやコストの削減などを優先にしていて、利便性や快適性が完全に無視されているのではないでしょうか！

本当に住民にとって利用しやすいまちづくりを!!


４．経済観光局
　　横浜型企業誘致・産業立地戦略の展開　14億9300万円

	【興味背景】
	· 現在、経営学科に所属しており、ゼミではベンチャー企業についての研究室に所属しております。そこで、行政が起業を誘致するなどの活動に興味を持っております。

	【事業内容】
	1. 企業誘致の推進 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14億1500万円

　　　　企業立地等促進特定地域における条例に

基づく助成金の交付など
2. 中小製造業経営改革新促進助成　　　　　　　　　　　　　　640万円

　　　中小製造業の経営革新と経営環境の変化に

応じた設備投資を支援

3. 産業立地推進事業など　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　1400万円

　　　　京浜臨海部等における産業立地促進策の検討など

	【コメント】
	　今日の日本はアメリカ発のサブプライムローン問題を起因に、100年に1度とも言われる未曾有の不況に陥っています。横浜市でも失業者は増え、平成20年はじめにあった有効求人倍率1.15倍から、下がり11月には0.9倍となっています。
　経済回復活性化に向けた事業として、企業誘致や産業立地は非常に重要な事業だと言えます。しかし、現在の企業経営活動は不況の中で非常に厳しい状況となり、本社や工場の新設や移転などができる状態ではなく、むしろ工場閉鎖などのリストラを進めているのです。このような状況で企業誘致ができるのでしょうか。
では、どうしたら就業率を上げて、経済回復をすればよいのでしょうか。このような状況においては既存企業の誘致ではなく、ベンチャー企業創立への支援を徹底するべきだと考えます。融資や金融支援だけではなく育成を！



	【提案】
	· 産学官連携で横浜インキュベーションセンターの開設
　インキュベーションセンターとは新事業の創出を支援・育成する施設であり、主にセンター内にいくつものオフィスを用意して、安い賃料にて起業家へと貸し出します。さらに貸し出すだけでなく、大学や他企業との連携を支援したり、専門家による経営指導・教育なども行います。最終的にはインキュベーションセンターを卒業し、横浜市の誘致場所へ設立支援します。

　実際に茨城の日立地区では、中小企業経営の自立的な経営基盤確立に向けて、官民協働で(財)日立地区産業支援センターを開設して、成功しています。また、大学内にインキュベーションセンターを設けている大学もあり、新企業輩出へと積極的に行われている事例もあります。


５．経済観光局
　観光・コンベンションの推進　3億2200万円
	【興味背景】
	· 私の勤めているＪＲ東日本でも観光開発には力を入れており、デスティネーションキャンペーンなどを行い、観光資源の開発に地元自治体と一体となった官民協働をしており、興味を持っているため。

	【事業内容】
	1. 大型国際コンベンション誘致事業　　　　　　　　　　　　2000万円

2. 横浜観光プロモーションの推進　　　　　　　　　　　　　5400万円
3. インビテーション・トゥ・ヨコハマキャンペーン事業　　　7100万円

4. 全国向けメディアプロモーション事業　　　　　　　　　　1000万円

5. コンベンションの開催誘致支援事業　　　　　　　　　　　3900万円

6. 横浜型テーマ月間事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2200万円

7. 集客イベント支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3800万円

8. 三渓園アフターコンベンション・海外誘客プロジェクト　1800万円

9. 客船誘致推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5000万円

	【コメント】
	　今年は横浜開港150周年という大きな節目の年であります。テーマイベント「開国Ｙ１５０」が市内にもたらす経済効果は550億円に及ぶと言われています。また、ＪＲグループ6社を中心に6～8月にかけて、横浜・神奈川デスティネーションキャンペーンが行われ、全国から旅行者を横浜へと送客します。
前回行われた、仙台・宮城デスティネーションキャンペーンでの経済効果は240億円と言われています。横浜ではそれ以上が見込まれるのではないでしょうか。
　この550億円という効果はすごいと思いますが、今までこれだけの効果を持った、観光資源を最大限活用していなかったということになりませんか。企業の経営者であれば、機会損失をしていたのだから、こんな資源をどうしてもっと活用していなかったのかと大いに反省する場面でしょう。そして、今後この観光資源の活用を継続的に行っていくためにも観光・コンベンション事業は非常に重要となると考えられます。

　現在、日本では人口減少化が叫ばれている中で、国内からの旅行者数の増加は難しくなっています。そこで、海外からの訪日旅行者の誘致は有効手段であります。ＪＲ東日本においても「ビジット・ジャパン・キャンペーン」と協調して、訪日観光客増加に努めています。横浜においては、年間50万人だった訪日観光客数を100万人に増やすことを目標に事業に取り組んでいます。

　そして、観光開発において一番大事なことは地域との共生であと思います。つまり、行政が単独で行うのではなく、もっと事業展開を民間・住民とのタイアップ形式にして、行うことを提案したいです。

































































































































































【興味背景】�
東京や横浜などの都市部においては、子供たちが自然と触れ合い、地域のコミュニティに参加するということが非常に少なくなっていると聞いています。このプレイパークは子供の遊び場としてだけでなく、保護者や地域の大学やボランティア、そして、行政とを結びつけてくれると思いました。�
�
【事業内容】�
公園等において、子どもの創造力を生かした、


自由な遊びができるプレイパークを推進


プレイリーダー派遣等 　　　　　　　　　　　3100万円


＜新規＞３ヶ所　＜継続＞１２ヶ所（予定）


プレイパーク支援施設整備（１ヶ所）　等　　  500万円�
�
【コメント】�
　現在、横浜市ではプレイパークが１２ヶ所あるようですが、ホームページには２０年度初頭のままで、９ヶ所しか紹介されていません。





�


プレイパークは地域コミュニティの形成から子どもたちの教育まで幅広い効果が期待できます。横浜市として推進するのであれば各区に早急に設置をして、市民団体・大学・行政が一体となって市全体で水平的な展開ができるシステム作りをすることができると更なる充実したプレイパークとなると思います。


また、山崎議員の進めるつみ木広場の開催などを各地のプレイパークで開催できれば楽しいと思います。�
�





















【興味背景】�
横浜市の待機児童数707人は平成20年4月時点において、政令指定都市の中で仙台市の740人に次いでワースト2位となっている。


少子化対策や女性の社会進出に保育所対策は欠かせないと思った。�
�
【保育所待機児童解消モデル事業】�
横浜市保育室整備費助成事業 　　3800万円


一時預かり事業　　　　　　　　　　　　1900万円


家庭保育事業　　　　　　　　　　　　　 700万円


通園バス購入助成事業　　　　　　　　500万円


保育の実施要件調査             200万円�
�
【コメント】�
　政令指定都市の中でも待機児童数は非常に多い数字でありおどろきました。しかも現在の日本社会は少子高齢化社会となり、児童数も必然的に減少しているが、待機児童数は増加しているという現状にも疑問を抱きました。これには「女性の就業意欲の高まりや企業の仕事と育児の両立支援の拡充の変化に保育の受け皿作りのスピードが追いつかなかった」という原因があるようです。つまりこの結果は行政の変革スピードの遅さを露呈した結果となったのではないでしょうか。


　さて、そこでこのような待機児童解消モデル事業へ着手することになったのは非常にすばらしいことだと思いますが、保育所整備に15億6300万円もかけて、定員を747人しか増加できないのはどういうことかと疑問を抱きます。さらに747人しか増加できないのでは毎年増加している待機児童は解消されずに慢性的に待機児童は発生してしまうのではないでしょうか。


定員増加人数＝待機児童数から


定員増加人数＝待機児童数＋少子化解消見込み＋企業の育児支援効果


という考えから事業展開しなければ、民間や社会の変化に行政はいつまでたっても追いつくことができないと思います。�
�













































【提案】�
保育園と幼稚園の一体化へ


　最近では多くの自治体がモデル事業として、保育園と幼稚園の一体化への試みをやっているようです。設置目的も役割も異にする幼稚園と保育園ですが、近年その差異はほぼ無くなってきています。また、親の就労形態の違いによって、就学前の教育・保育に差が生まれないようにするためにも、幼稚園と保育園の連携・統合化を図ることにより、お互いの長所を生かし、ゼロ才から就学前までの一貫した、より質の高い幼児教育が可能となります。また、行政のコスト削減にも非常に効果的であります。


莫大なお金を掛ければ定員増は簡単ですが、同時に効率化も考えてはどうか！�
�






都筑冒険遊び場まんまるプレイパーク


三保ねんじゅ坂プレイパーク


みなみ遊ぼう会


港南台生き生きプレイパーク


鯛ヶ崎公園プレイパーク


片倉うさぎ山プレイパーク


白幡の森プレイパーク


つるみプレイパーク


青葉区冒険遊び場づくりの会








